
http://www.envix.co.jp                     1                             EnviX 

 

EnviX 海外環境法規制トレンドレポート〈2019 年後期号（第 23 号）〉 

アジア・オセアニア編 

④ インド(2)：E-waste 規則 ―― 製品系 

法律/政策の名称 ① 2016年廃電気電子機器（管理）規則 

② 2018年廃電気電子機器（管理）改正規則 

現地語名称 ① E-Waste (Management) Rules, 2016 

② E-Waste (Management) Amendment Rules, 2018 

公布/施行日等 ① 2016年 3月 23日公布、2016年 10月 1日施行 

② 2018年 3月 22日公布および施行 

カバー期間 2019年 6月から 2019年 11月 

 

バックグラウンド情報 

■2016年廃電気電子機器（管理）規則～2018年改正までの動き～ 

 

 

インド政府は 2011 年 5 月、拡大生産者責任の概念に基づく「2011 年廃電気電子機器規

則（管理および取り扱い）規則」を公布した。しかし、E-wasteの収集が思うように進まず、

数年にわたる運用の結果、課題も浮き上がってきた。これらを踏まえ、政府は 2015年 4月

に新たな規則案を発表し、意見募集を実施した。2016 年 3 月 23 日、インド環境森林気候

変動省が 2016 年廃電気電子（管理）規則（以下、2016 年規則）を公布したことにより、

従来の 2011 年廃電気電子機器（管理および取り扱い）規則は廃止された。インドでは、

http://egazette.nic.in/WriteReadData/2016/168819.pdf
http://egazette.nic.in/WriteReadData/2018/184020.pdf
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E-wasteの効果的な収集システムが存在しないため、その多くが非合法セクターに流れてい

る現状がある。この問題に対処するため、新規則は旧規則と比較して、特にリサイクルの

部分に焦点を当てて改正が行われた内容が反映されている。 

インドの E-waste 規則には、高い収集目標値の設定と RoHS規定が盛り込まれており、

収集目標値の見直しと新規生産者等への新たな規定を追加するために、2017 年 10 月に

「2017 年廃電気電子機器（管理）改正規則案」を発表し、2018 年 3 月に公布および施行

した。 

 

■2016年廃電気電子機器（管理）規則の概要 

対象製品は、従来と同様に（1）ITおよび通信機器と（2）消費者向け電気電子製品の 2

グループであるが、後者に「蛍光灯および水銀を含有するランプ」が追加された。また、

最終製品に加えて、その部品、消耗品およびスペアパーツにも対象製品が拡大された。製

品カテゴリーと分類される対象製品は以下のとおりである。 

 

製品カテゴリー 対象製品 

ITおよび通信機器  集中データ処理：メインフレーム、ミニコンピュータ 

 個人用コンピュータ：個人用コンピュータ（中央処理ユニットおよび

入力・出力デバイス） 

 個人用コンピュータ：ラップトップ・コンピュータ（中央処理ユニッ

トおよび入力・出力デバイス） 

 個人用コンピュータ：ノートブック・コンピュータ 

 個人用コンピュータ：ノートパッド・コンピュータ 

 プリンタ、カートリッジを含む 

 コピー機 

 電気電子タイプライタ 

 ユーザー端末およびシステム 

 ファックス 

 テレックス 

 電話 / 公衆電話 / コードレス電話 / 携帯電話 

 応答システム 

消費者向け電気電

子製品 

 テレビセット（液晶および LED のものを含む） 

 冷蔵庫 

 洗濯機 

 エアコン（中央空調機器は除く） 

 蛍光灯およびその他の水銀含有ランプ 
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① 対象事業者： 

従来の規則では、「本規則は、電気電子機器およびその部品の製造や販売、購入および処

理に携わる全ての生産者（Producer）、消費者、大口消費者、収集センター、解体事業者、

リサイクル事業者に対して適用される」とされていた。2016年規則では、製造者

（Manufacturer）、販売者（Dealer）、修理調整者（refurbisher）、生産者責任組織（PRO：

Producer Responsibility Organization）、ネット販売者（e-retailer）が新たに対象事業者

として追加された。なお、製造者（Manufacturer）は生産者（Producer）と異なり、実際

の製造を行う工場のことをさす。製造者は、製造工程から生じる E-wasteに対して責任を

負い、当局からの認可取得や記録、年次報告などを行わなければならない。PROは、生産

者が個々あるいは協力して設立する団体であり、E-wasteを収集して適切なルートで処理さ

れるよう管理する責任を負う。 

 

② 生産者の収集責任： 

2016年規則では E-wasteの収集責任を果たすために、生産者に広範な手段をとることを

認めている。生産者は収集センターの設置に加えて、買い取りや交換取引、保証金返還制

度（消費者が製品を購入する際に、生産者が保証金を上乗せして請求し、使用済み製品が

正規のルートで収集された際に、利子を付けて消費者に返還する制度）、E-waste引取所の

設立、ネット販売者との協力など、既存の枠にとらわれない幅広い手段を講じることがで

きる。 

 

また、2016年規則では認可窓口が中央政府組織である中央公害管理委員会（CPCB）に

一本化された。生産者は CPCBから EPR認可を取得しなければならず、この認可がなけれ

ば輸入も認められない。なお、EPR認可を取得するに当たり、生産者は EPR計画書を提出

しなければならない。これを踏まえて、2016年規則では収集目標率を設定している。ただ
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し、収集目標率に関しては、2018年 3月 22日公布の「2018年廃電気電子機器（管理）改

正規則」（以下、2018年改正規則）により以下のように改正されている。本改正規則では、

収集目標値の見直しと製品の平均ライフサイクルよりも短い操業年数の生産者への新たな

規定が盛り込まれている。 

 

【改正前】 

付表 III EPR認可における収集目標 

No. 年度 収集目標（数量または重量） 

(i) 規則施行（2016年 10月）から 2年間 EPR計画書に示した廃棄物発生量の 30% 

(ii) 規則施行の 3年目および 4年目 EPR計画書に示した廃棄物発生量の 40% 

(iii) 規則施行の 5年目および 6年目 EPR計画書に示した廃棄物発生量の 50% 

(iv) 規則施行の 7年目以降 EPR計画書に示した廃棄物発生量の 70% 

 

【改正後】 

付表 III：EPR認可における収集目標 

Sl. No. 年度（Year） 廃電気電子機器収集目標（Weight） 

(i) 2017-2018年 EPR計画書において示した廃棄物発生量の 10% 

(ii) 2018-2019年 EPR計画書において示した廃棄物発生量の 20% 

(iii) 2019-2020年 EPR計画書において示した廃棄物発生量の 30% 

(iv) 2020-2021年 EPR計画書において示した廃棄物発生量の 40% 

(v) 2021-2022年 EPR計画書において示した廃棄物発生量の 50% 

(vi) 2022-2023年 EPR計画書において示した廃棄物発生量の 60% 

(vii) 2023年以降 EPR計画書において示した廃棄物発生量の 70% 

 

付表 III（A）：販売操業の年数が製品の平均ライフサイクルよりも短い生産者への収集目標 

Sl. No. 年度（Year） 廃電気電子機器収集目標（Weight） 

(i) 2018-2019年 2016-17会計年度の販売数量（sales figure）の 5% 

(ii) 2019-2020年 2017-18会計年度の販売数量の 5% 

(iii) 2020-2021年 2018-19会計年度の販売数量の 10% 

(iv) 2021-2022年 2019-20会計年度の販売数量の 10% 

(v) 2022-2023年 2020-21会計年度の販売数量の 15% 

(vi) 2023-2024年 2021-22会計年度の販売数量の 15% 

(vii) 2024-2025年 2022-23会計年度の販売数量の 20% 

(viii) 2025年以降 一昨年度の販売数量の 20%“ 
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CPCBは 2016年に「E-waste規則に基づく EPR認可の付与、更新および拒否に関する

申請の評価手順書」を発行しており、申請に必要な書類および情報のチェックリストが掲

載されている（下記、参照）。 

 

No. 検証項目 

1 生産者の氏名、住所、電話番号、メールアドレス、その他の連絡先に関する情報 

2 認可取得者1の氏名、住所、メールアドレス、電話番号、ファックス番号 

3 生産者責任組織（PRO）の組織名および住所 

4 過去 10年間で上市した電気電子機器の詳細情報 

5(i) WEEEの推定発生量 

5(ii) 推定収集目標 

6 EPR計画書 

7 EPRに対する推定予算 

8 啓発計画書（Awareness Plan） 

9(a)&(b) 

RoHS順守（例；自主宣言書など） 

 

9(c) 書類（Documents） 

                                                   
1 E-waste規則では、WEEEは認可を取得した解体事業者やリサイクル事業者等に引き渡すことを徹底し、

導流を明確にすることを規定しているため、ここでの「認可取得者」とは、認可の取得を義務付けられた

本規則の対象者(生産者以外)を意味するものと考えられる。 
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③ 有害物質の使用制限（RoHS規定）： 

6物質（群）の使用制限を求める RoHS規定について、インドでは従来の 2011年規則に

基づき 2014年 5月 1日以降、RoHS規定を順守していない製品の輸入および上市が禁止さ

れており、この点に大きな変更点はない。ただし、2016年規則は、RoHS規定に適合して

いない製品を販売した場合、合理的な期間内に市場から除去またはリコールを行うよう義

務づけている。 

 

対象物質 上限濃度値 

 鉛 

 水銀 

 六価クロム 

 ポリ臭化ビフェニル 

 ポリ臭化ジフェニルエーテル 

均質材料について、0.1重量% 

 カドミウム 均質材料について、0.01重量% 

 

④ E-wasteマニフェスト： 

2016年規則では、E-wasteの輸送に際しては、E-wasteマニフェストの利用が義務付け

られる。このマニュフェストには、輸送される E-wasteの出発地、目的および量を明記し

なければならない（下記参照）。ただし、製造またはリサイクルの過程で排出された廃棄物

を、処理・保管・処分施設における最終処分のために輸送する場合は、2016年有害廃棄物

およびその他の廃棄物（管理および越境移動）規則2に従って行わなければならない。 

                                                   
2 2016年廃電気電子機器（管理）規則では、「2008年有害廃棄物（管理、取扱いおよび越境移動）規則に

従う」と規定されているが、2016年 4月 4日に「2016年有害廃棄物およびその他の廃棄物（管理および

越境移動）規則」が公布され、置き換えられたため、2016年有害廃棄物およびその他の廃棄物（管理およ

び越境移動）規則に従わなければならない。 
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⑤ 罰則規定： 

製造者、生産者、輸入者、輸送者、修理調整者、解体事業者、リサイクル事業者が本規則

の規定に違反した場合、1986年環境（保護）法の罰則規定が適用され、CPCBの事前認可

を受けた州公害管理委員会（SPCB）が定めた規則に基づき、罰金を支払わなければならな
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い。 

 

■当局の法執行の動き 

 

【EPR認可】 

138社への EPR認可付与を拒否 

中央公害管理委員会（CPCB）は 2018年 11月 27日、EPR認可の付与が拒否された企

業 138社の一覧を発表した。各社宛の通知文（2018年 11月 13日付）の内容は、以下のと

おりである（EPR認可未取得の企業へ宛てた警告文の内容と類似、一部抜粋）。 

 

 環境森林気候変動省（MoEFCC）が公布した 2016年廃電気電子機器（管理）規則は、

2016年 10月 1日より施行されている。 

 EPR認可の取得が必要な「生産者（Producer）」の定義（第 3条(1)(cc)）の明記と対象

製品（付表 I）及び申請書（様式-1）に関する言及。 

 EPR認可未取得のまま活動を行う生産者は、環境へ損害を与えるものと見なされる（第

5条(7)）。 

 CPCBは、申請者に意見を述べる正当な機会を与えた上で、EPR認可の付与を拒否す

るものとする（第 13条(1)(iii)） 

 CPCBから EPR認可の付与を拒否された場合、生産者は EPR認可を取得するまでの

間、一切の電気電子機器を販売する権利を喪失する（第 13条(1)(iv)）。 

 生産者は、不適切な廃電気電子機器の取扱い及び管理により、環境または第三者に対

して引き起こされるすべての損害に責任を負わなければならない（第 21条）。 

 本通知が発行されている企業は、付表 Iに記載の対象製品の生産者であり、期日までに

CPCBより EPR認可を取得していないことを意味する。また、本通知は各企業に EPR

認可の取得に努めるよう命令するものである。 

 不順守の場合、CPCB は 1986年環境（保護）法の第 15条（法令違反に対する罰則）

に基づき対処する。 

 

【RoHS規定】 

RoHS順守証明書類の不備等で EPR認可停止処分を受けた 10社公表 

中央公害管理委員会（CPCB）は 2019年 3月、2019年 4月 4日より EPR認可を停止す

る企業 10社（Appleや HP、Samsungなど、日系企業も含まれている）を公表した。EPR

認可を取得していない生産者は対象電気電子機器を輸入することができないため、停止さ

れた場合も同様に輸入が認められない。 

 

今回の公開資料では、EPR 停止企業 10社の名前と停止される EPR認可番号のみ記載さ
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れており、停止理由等は記されていなかった。そのため、エンヴィックスでは、現地コー

ディネータによる CPCBへのヒアリングを実施した。ヒアリング先は、CPCBの E-waste

規則担当者である Anand Kumar氏（Additional Director）である。 

 

Anand Kumar氏より、 

今回の EPR認可停止措置を受けた企業 A社は、当局による検査の結果、RoHS規定順守

証明に必要な書類を保管していませんでした。CPCB は A社に対して通知を発行し、1ヵ

月間の是正期間内で RoHS規定順守証明に必要な書類を揃えるように伝えました。1ヵ月

後に再度検査を行う際に、A社がこれらの書類を不備なく保管していた場合は、EPR 認可

の停止を解除します。 

 

RoHS規定に関する取り締まりについては、CPCBが 2018年 12月 4日付の通知（Kind 

Attention）にて、順守していることを証明する書類を保持しているようにと警告していた。 

 

E-waste規則の実施ガイドラインでは、RoHSに関する技術文書の一覧（以下参照）が記

載されており、整合規格 EN 50581を参照している。 

1. 製品の全般的な説明 

2. 材料、部品、及び／または半組立品に関する文書 

3. 供給者宣言書及び／または契約上の合意書 

4. 材料宣言書 

5. 分析試験結果 

 

 

最近の主な動向 

■「2016年廃電気電子機器(管理)規則」の適用範囲改正の動き 

2018年 7月 23日、下院に提出された「2018年中小零細企業開発(改正)法案」では、中

小企業および零細企業の定義を改正する提案がなされている。2016年廃電気電子機器(管

理)規則では、以下を適用対象外と定めている。 

 

 「2001年電池(管理および取扱い)規則」にて規制される使用済み鉛蓄電池 

 1962年原子力エネルギー法および本法の下で制定される規則によって規制される放射

性廃棄物 

 2006年中小零細企業開発法にて定義される零細企業 

 

本規則では、零細企業を適用対象外と定めているが、今回の法案が正式に公布された場

合は、新しい定義のもと、適用対象の確認をしなければならない。本法案では、零細企業

https://cpcb.nic.in/uploads/Projects/E-Waste/EPR_tech.pdf
https://www.cpcb.nic.in/displaypdf.php?id=aHdtZC9HVUlERUxJTkVTX0VXQVNURV9SVUxFU18yMDE2LnBkZg==
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等の定義を以下のように改正することが提案されている。 

 

零細企業の定義： 

2006年中小零細企業開発法 2018年中小零細企業開発(改正)法案 

製造部門において、工場や機械への設備投資

額が 250万ルピー未満の企業 

（※サービス部門は 100万ルピー） 

年間売上高が 5000万ルピー未満の企業 

 

したがって、改正後は、設備投資額ではなく、年間売上高で企業体の定義が分けられる。

なお、本改正案では、小企業を年間売上高が 5000万ルピー～7500万ルピー未満の企業、

中企業を 7500万ルピー～2億ルピー未満の企業と定めることが提案されている。 

 

 

今後の展開とスケジュール 

E-waste規則に関して、中央公害管理委員会（CPCB）からは今後の実施スケジュール等

は発表されていない。 

 

 

EnviX 展望と見解 

インドでは、2016年廃電気電子(管理)規則後、CPCB を中心に EPR認可の取得徹底に務

めていた。その後は、本規則の中に盛り込まれている RoHS 規定の順守モニタリングのた

め、無作為サンプリングを実施していた。実施に、2019 年の前半では、RoHS 規定に不順

守の企業に対してEPR認可の停止処分を下しており、当局の法執行は厳格であると伺える。

ただし、EPR 認可停止を受けた企業に対しては、是正措置期間を設けるなど、順守対応へ

の段階的な措置を講じている。 

今後も断続的な無作為サンプリングは継続して実施される予定であるが、生産者側が今

後注視すべきは、「WEEE 収集目標の達成」である。上述のとおり、インドでは 2023年以

降、EPR 計画書において示した廃棄物発生量の 70％の収集目標を維持しなければならず、

WEEE 収集の体制作りおよび強化が必須である。また、収集目標が達成できない場合の当

局の対応も現在不透明であるため、効果的な収集戦略を打ち出さなくてはならない。 

また、インドは EUのWEEE指令を参考に本規則を策定しており、今後は、対象製品の

拡大や RoHS 対象物質の増加などが想定されるが、現在のところ、これらの規定を盛り込

むための法改正案策定の動向は確認できていない。 

【2019.12.09 ky】 

 


